
相島（福岡県新宮町）で給水支援を開始しました
あ い の し ま し ん ぐ う ま ち

（独）水資源機構は、平成３１年１月２７日から、福岡県糟屋郡新
かす や ぐん

宮町の相島で、可搬式浄水装置による給水支援を開始しました。

昨年１０月はじめからの少雨により、同島の水源が枯渇する恐れが

あるため、同町から（公社）日本水道協会の九州地方支部を通じて当

機構に支援要請があったものです。

同協会と当機構との間では、昨年１２月に「災害時における支援活

動に関する協定」を締結しており、これを初めて適用するものです。

給水場所：福岡県糟屋郡新宮町相島 相島小学校グラウンド

給水能力※２：日量最大５０立方メートル（ポリタンク(18L)換算で約2,700個

分）

※１：当機構で保有する可搬式浄水装置は、海水を淡水化することができます。同装置は

トラックに積載でき、災害時の応急給水に活用しています。

※２：給水能力は24時間稼働した場合の数値であり、実際の給水量は装置の稼働時間によ

って変わります。

※３：現地は無人であるため、現地取材を希望される場合は、必ず事前に下

記【現地での取材問い合わせ先】との日程調整をお願いします。

平成３１年２月１日

独立行政法人 水資源機構
み ず し げ ん き こ う

発表記者クラブ
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竹芝記者クラブ

問い合わせ先

【全般について】

独立行政法人 水資源機構

総務部広報課 課長 河合
かわ い

電 話：０４８（６００）６５１３

危機管理監付 課長補佐 馬場
ば ば

電 話：０４８（６００）６５４１

住 所：埼玉県さいたま市中央区新都心１１－２

【現地での取材について】

筑後川局総務課 課長 中山
なかやま

電 話：０９４２（３４）７００１

住 所：福岡県久留米市東町４２－２１



可搬式浄水装置
可搬式浄水装置設置場所
（相島小学校グラウンド）

Google

（相島小学校グラウンド全景）

（設置作業状況） （可搬式浄水装置本体）

水資源機構の可搬式浄水装置による新宮町相島への給水支援

Yahoo Japan



可搬式浄水装置
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水資源機構による給水支援 イメージ図

水資源機構は、相島小学校グラウンド近くの海か

ら海水を取水して、同グラウンドに設置した可搬式

浄水装置によって淡水化して真水を生産します。

その後は、その真水を新宮町が敷設した配管によ

り送水し、新宮町がポンプを使って同小学校近くの

高台にある第一貯水池へ圧送して貯水します。
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災害時における支援活動に関する協定 

 

 

公益社団法人 日本水道協会（以下「甲」という。）と独立行政法人 水資源機

構（以下「乙」という。）は、地震、風水害、渇水やその他の災害の発生時におい

て、飲用水の確保、水道施設等の早期復旧を図るため、支援活動に関する協定を

締結し、協力体制を築くものとする。 

具体的には、大規模な災害が発生した場合における応急給水の確保支援や水道

施設の応急復旧支援、渇水時における水道水源の確保支援を迅速かつ円滑に遂行

するため、甲の正会員が相互に行う応援活動等について、乙は業務に支障のない

範囲で、乙の技術力を活かした支援を行うものとする。 

また、甲及び乙は、あらかじめ支援のための連絡体制を整え、災害が発生した

ときは、速やかに情報を相互に連絡し合うものとし、支援実施に当たって必要と

なる事項については、細目を別に定めるものとする。 

この協定は、締結の日から実施することとし、有効期間は、締結の日から当該

年度末日までとする。ただし、期間満了の日の１か月前に甲又は乙から変更の申

入れがないときは、この協定は更新されたものとみなし、更に１年間有効とする。

その後も又、同様とする。 

この協定成立を証するため、本書２通を作成し、記名押印の上各自１通を保有

する。 

 

 

平成 30 年 12月 7日 

 

甲 公益社団法人 日本水道協会      

理事長 吉田 永  印       

 

乙 独立行政法人 水資源機構       

理事長 金尾健司  印       



災害時における支援活動に関する実施細目 

 

（趣旨） 

第１条 本実施細目は、「災害時における支援活動に関する協定」（以下「協定」とい

う。）に基づき、地震、風水害、渇水やその他の災害（以下「災害」という。）の発

生時において、飲用水の確保、水道施設等の早期復旧を図るため、公益社団法人日

本水道協会（以下「甲」という。）に対する独立行政法人水資源機構（以下「乙」と

いう。）の支援に関して必要な事項を定める。 

 

（支援の要請） 

第２条 災害が発生した場合、甲から乙に対して支援の要請をすることができる。た

だし、甲の地方支部長が被災状況等から必要と認めたときは、乙に対して支援の要

請を直接行うことができる。 

甲の地方支部長から乙へ直接支援の要請を行った際には、甲から乙へ報告するこ

とをもって、支援の要請に代えるものとする。 

 

（要請の方法） 

第３条 甲が乙に対して、前条の要請を行う場合は、次の各号に掲げる事項をできる

限り明らかにして、文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合には、

電話等迅速かつ適切に伝達できる方法で行うものとし、後日速やかに文書を甲から

乙に提出する。 

 （１）被害の状況 

 （２）必要とする支援内容 

（３）必要とする資機材、物資等の品目及び数量 

（４）必要とする人員 

 （５）支援の場所及び支援場所への経路 

 （６）支援の期間 

 （７）前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 

（支援体制） 

第４条 乙は、甲から前条に定める支援要請の連絡を受けたときは、業務に支障のな

い範囲内で、乙の技術力を活かした支援を行うものとする。 

 

（支援内容） 

第５条 乙が行う支援活動の内容は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）可搬式浄水装置を用いた給水支援活動（渇水時等の水道用水確保） 



（２）可搬式浄水装置を用いた応急給水支援活動（地震、風水害などの災害） 

（３）排水ポンプを用いた応急復旧活動（施設の浸水時における排水活動等） 

（４）上記の器機以外の乙が保有する応急復旧用資機材の提供 

（５）前各号に掲げるもののほか特に要請のあった事項 

 

（支援要員の派遣） 

第６条 乙は、第３条により支援要請を受けた場合、直ちに支援体制を整え、甲の指

示に基づき支援先に向かい、支援先の被災水道事業体に協力する。 

２ 乙は、支援先の被災水道事業体の指示に従って作業に従事する。 

 

（支援要員の受入） 

第７条 甲は、乙が応急給水作業及び応急復旧作業等を迅速かつ適切に遂行できるよ

うにするため、支援車両の集合場所等を指定する。また、宿泊施設についても必要

な情報を提供するよう努めるものとする。 

 

（費用負担） 

第８条 第５条の各号に掲げる乙が支援に要した経費は、次の各号に定めるところに

より、原則として支援先の被災水道事業体が負担するものとする。ただし、特段の

事情がある場合については、支援先の被災水道事業体と乙が協議して定めることが

できる。 

（１）乙の支援職員の人件費等のうち、その職員の職員たる身分に基づき支給され

る給料及び手当については乙の負担とし、支援活動に伴い別途支給される超過

勤務手当等の諸手当及び旅費については、乙の諸手当及び旅費に関する規定に

基づき算出した額を、支援先の被災水道事業体が負担する。 

（２）支援活動に要した材料の調達、車両及び機材等の燃料費、修理費、機材や救

援物資を輸送するための車両の賃借も含めた賃借料（支援活動に要した期間に

おけるメンテナンス費用を含む。）、輸送料については、支援先の被災水道事業

体の負担とし、機械器具の損料については乙の負担とする。 

（３）支援職員の支援先での宿泊や食料に係る経費は支援先の被災水道事業体の負

担とし、それを補完する目的で支援職員が携行する食料、生活用品等は、乙の

負担とする。 

（４）第５条第４号に掲げる資材の提供を被災水道事業体が受けた場合には、同等

の品質を有する資材を乙へ納入することをもって、費用負担とする。 

２ 前項各号の具体的な区分は、別表のとおりとする。 

３ 乙の職員が支援活動により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合における災

害補償は、乙の負担とする。ただし、支援職員の疾病に対する応急的な治療につい



ては、支援先の被災水道事業体の負担とする。 

４ 乙の職員が業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が支援業務の従

事中に生じたものについては支援先の被災水道事業体が、往復途中に生じたものに

ついては乙が、それぞれ賠償の責に任ずるものとする。 

 

（立替支弁） 

第９条 乙は、支援先の被災水道事業体が前条第１項に規定する経費を支弁するいと

まがない場合は一時立替支弁するものとし、後日、支援先の被災水道事業体に関係

書類を添付した請求書により、請求するものとする。 

 

（連絡担当部課） 

第 10 条 甲及び乙は、この実施細目に必要な情報の相互交換を担当する連絡担当部課、

連絡担当責任者及び連絡担当責任者補助者を定め、災害が発生したとき、又は災害

発生のおそれがあるときは、速やかに必要な情報を甲乙間で相互に交換するものと

する。 

 

（その他） 

第 11 条 この実施細目に定めるもののほか必要な事項については、その都度、甲と乙

で協議して定める。 

２ 甲及び乙は、平常時から各々の組織内で協定及び本実施細目の周知に努めるもの

とする。 

 

（適用） 

第 12 条 この細目は平成 30 年 12 月 7 日から適用する。 

 

  



別表（第８条関係） 

費用の負担区分一覧 

 被災水道事業体が負担すべき費用 水資源機構が負担すべき費用 

人件費等 超過勤務手当、深夜勤務手当 

特殊勤務手当 

管理職員特別勤務手当 

旅費（交通費、日当） 

給料（左記手当を除く） 

地域手当等基本的な手当 

車両、機材等の 

費用 

燃料費（ガソリン、軽油） 

修理費 

賃借料 

輸送料 

損料 

滞在費用 食料費（弁当） 

宿泊費（仮設ハウス設置費用、ホ

テル等宿泊費） 

携行する食料費 

携行する寝袋、テント等 

被服（防寒服・割当のない職員分・

クリーニング代） 

生活用品、その他福利厚生費 

その他事務費等 写真代「工事確認用」 

作業用消耗品 

通信費 

トランシーバー、消火器、地図 

コピー代 

写真代「記録・広報用」 

その他事務用品 

補償関係費用 支援職員の傷病に対する応急的な

治療費 

第三者に対する損害賠償金の負担 

「支援作業中」 

支援職員の災害補償費 

「出張中の公務災害」 

第三者に対する損害賠償金の負担 

「往復途上」 

 

 


